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1 研究の背景と目的 

近年，日本の地方都市において，中心市街地の活性

化が大きなテーマとなっており，地域ごとに中心市街

地活性化基本計画（以下基本計画）が策定され注1)，各

都市は様々な活性化事業に取り組み，中心市街地の再

生や活性化を講じている。基本計画では，事業の実施

が，計画範囲に対して，どのような効果を発揮できた

かについて検証するため，計画期間後に目標指標や事

業の達成状況を把握することが求められている 1)。 
本研究の研究対象地である大分市(図-1)では，平成

20年に第 1期中活基本計画を策定し，平成 25年 3月
まで第 1期中活基本計画を終えた。しかし，目標指標
の達成率は 82%に留まっている注 2)。さらに，平成 25
年 4月から第 2期基本計画を実施しており，この間に
新 JR 大分駅ビル，OPAM(大分県立美術館)が平成 27
年 4月に開業した。このように大分市の中心市街地は，
この数年で大きく変わろうとしている。さらに，次の

階段への事業の取り組みに向けて，第 1期中活基本計
画期間内で実施された各事業の実績と再生戦略は中心

市街地の活性化に対する影響を検証する必要がある 2)。 
	 そこで本研究では，中心市街地活性化の評価項目と

して，経済状況を表す路線価に着目する。路線価は，

土地の特性や社会資本の整備状況，環境要因によって

決定されている注3)。さらに，基本計画に定められた事

業(以下中活事業)の実施規模（事業費）が路線価に何ら
かの影響を与えていると推測した。そこで町丁目を単

位（平均 5ha）とした各事業の事業費が，路線価に与え
た影響を明らかにすることを目的とする。 
2 既往研究における本研究の位置づけ 

路線価と中活事業の関係に関して，朝日ら 1)は，大

分市第 1期中心市街地活性化基本計画で，町丁目単位
（平均 5ha）の基本計画の各推進する事業の実施の無
が路線価に与える影響を明らかにした。しかし，中活

事業の規模（事業費）と路線価の関連性については，

触れられていない。 

そこで本研究では，中活事業の事業費に着目し，その

分布の特徴及び路線価に与える影響を明らかにする。 
3 研究範囲と研究方法 

本研究では，大分市第 1期中心市街地活性化基本計
画(図-1)のうち，各法定事業の実施範囲と事業費につい
て，「市街地の整備」,「都市福祉の施設の整備」,「都
市居住の推進」,「商業の再生」,「公共交通と他の事業」
の 5つの施策区分ごと注4)に，大分市市役所の商工労政

課にヒアリング調査を行った。その結果を整理し施策

区分ごと事業費とその分布状況を明らかにした。 
	 また，事業費規模と路線価の相互関係を把握するた

め，大分駅南北エリアの 34町丁目を対象に，町丁目ご
との路線価増減率と，施策区分ごとの事業費との単相

関分析を行った。さらに，施策区分の各事業が路線価

にどのような影響を与えるかを明らかにするため，路

線価増減率と事業費の重回帰分析を行い，事業費が路

線価に与える影響について分析する。 
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図-1 第１期大分市基本計画事業実施対象範囲 
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4 中活事業の事業費の分布 
4.1 大分市第 1 期中心市街地活性化基本計画事業 
	 第１期大分市基本計画範囲内にある大分駅南北エリ

ア全体の，平均路線価や平均路線価増減率，5 つの施
策区分ごとの事業数や事業費額などを表-1に示す。 
	 施策区分ごとの事業数や事業費について，大分駅北

エリアで最も事業数が多いのは，「商業の再生」の 47
事業で全体の 38%を占めている。大分駅南エリアで最
も事業数が多いのは「市街地の整備」の 15事業(12％),
次は「都心居住の推進」の 10事業である。大分駅北エ
リアは「商業の再生」などのソフト面の事業が多く，

大分駅南エリアは｢市街地の整備｣，「都心居住の推進」

などのハード面の事業が多く実施されたことがわかる。 
	 一方で，最大事業費は「公共交通と他の事業」で，

全体事業費の 30%を占めている。最小事業費は「商業
の再生」で，全体事業費の 4%にとどまる。以上のこと
から，ソフト事業の事業数は多いが，事業費総額はハ

ード事業に及ばないことがわかる。 
平成 17年〜平成 25年の路線価増減率の変遷につい
て，ハード事業が数多く実施された大分駅南エリアの

平均路線価増減率は-3%であった。ソフト事業が数多
く実施された大分駅北エリアの平均路線価増減率は-
23%である。以上のことから，「市街地の整備」，「都
市居住の推進」などのハード事業の実施により，路線

価の下がりを抑える効果が確認できる。一方「商業の

活性化」といったソフト事業の実施では路線価の下落

を抑える効果が確認できなかった 
4.2 カテゴリーごとにみた事業費の傾向 

4.2.1 市街地の整備 

｢市街地の整備｣の事業分布状況を図-2に示す。色の
明暗で事業費額の大きさを示し，濃い色になるほど高

い事業費を示している。事業範囲をみると，事業が大

分駅南北エリアで均等に実施されたことがわかる。し

かし，事業費について，大分駅南エリアの町丁目が,大
分駅北エリアの町丁目よりも濃い色を示しているこ 

とから，大分駅南エリアは，大分駅北エリアより事業

費が高額になっていることがわかる。なかでも事業費

が特に高いところは「東大道 1丁目」「東大道２丁目」
である。大規模な「大分いこいの道の整備事業」の事

業費が影響していると考えられる。 
4.2.2 都市福祉施設の整備 

｢都市福祉施設の整備｣の事業分布状況を図-2に示す。
事業対象が大分駅南エリアの｢金池南１丁目」の一箇所

となっているものの，事業費が総事業費の 24%を占め
していることから(表-1)，福祉施設にかかる事業費が大
きくなる傾向を示した。 
4.2.3 都市居住の推進  

「都市居住の推進」の事業費分布状況を図-3に示す。
事業は主に大分駅南エリアで実施されていることがわ

かる。大分駅南エリアでは，施行面積が 49.6ヘクター
ル，施行期間が 20年の大規模な「大分駅南土地区画整 
理事業」が実施され注

5)，ハード事業により都市居住を 

表-1 第１期大分市基本計画町丁目ごとの平均路線価，増減率と事業費の関係(H17〜H25) 

図-2 市街地の整備事業費と都市福祉施設の整備事業費分布状況 
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表-2 路線価増減率と事業費の単相関関係分析結果 

促進する傾向を示した。 
4.2.4 商業の再生 

｢商業の再生｣の事業費分布状況を図-4に示す。事業
範囲を見ると，事業が大分駅北エリアのみ実施されて

いる。これは，このエリアに商店街が集中することが

要因として推察できる。事業費に着目すると，｢中央町

1丁目｣，｢中央町 2丁目｣が一番濃い色を示しており， 

事業費が高い傾向にあることがわかる。また，「府内

1丁目」, 「府内 3丁目」は薄い色を示しおり，事業費
が相対的に低いことがわかる。このことから，事業費

が高い町丁目と低い町丁目が同じ町内に存在すること

がわかる。とくに，中央通り西側の町丁目の事業費が

高く，事業費の分布は特定の範囲に集中していないも

のの，かたよりがあることがわかる。 
4.2.5 公共交通と他の事業  

｢公共交通と他の事業｣の事業費分布状況を図-4に示
す。事業範囲を見ると，事業が主に大分駅北エリアで

実施されている。大分駅北エリア全体の基幹道路の両

側に，公共交通の利便性，バス停の整備などの事業行

われていることが要因として推測できる。事業費に着

目すると，｢金池南 2丁目｣，｢大道町 1丁目｣の事業費
が特に高いことがわかった。この二つの町丁目は大規

模な「大分駅付近連続立体交差事業」注6)範囲内にあり，

鉄道高架の整備などのハード事業が実施されたことに

よって，事業費が高くなったと推察できる。 
5 施策区分ごと事業費と路線価との分析 

5.1 施策区分ごと事業費と路線価の単相関分析 

34町丁目ごとの平均路線価増減率と，施策区分ごと
事業費との相関関係を分析するため，単相関分析を行

った。分析は以下の 3 ステップで行った。①関数
CORRELを利用し，路線価増減率と事業費の相関係数
rを算出する②t検定（t値の算出）を行う。③関数TDIST
を利用し，施策区分ごとの危険率 pを算出する。 
路線価増減率と事業費の単相関関係分析結果を表

−2に示す。t値注7)から見ると，｢都市居住の推進｣，｢市

街地の整備｣の値が 6.0以上になり，他の施策区分の事
業より，路線価に対する高い有意性を示した。危険率

p 値を見ると，｢商業の再生｣，｢公共交通と他の事業｣
が 5%注 7)以上になっていることから，路線価との相関

性が確認できないことがわかった。相関係数では，「都

市居住の推進事業」が 0.764 と最も高い値を示してお
り，次に高い値を示したのは｢市街地の整備｣であり相

関係数が 0.759であった。 

 

	  
図-4 公共交通と他の事業の事業費分布状況 

図-3 商業の活性化と都市居住の推進の事業費分布状況 
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図-5 平均路線価増減率と施策区分ごと事業費の単相関関係分布図 

表－3 平均路線価，増減率と事業費の重回帰分析結果 

このことから｢商業の再生｣，｢公共交通と他の事業｣

と平均路線価増減率との相関性が確認できないことが

わかった。また｢都市居住の推進｣，｢市街地の整備｣の

ハード事業は平均路線価増減率との強い相関関係が確

認できた。 
5.2 施策区分ごとの事業費と路線価の重回帰分析 

相関分析では，事業費と路線価との相互関係の強さ

を示した。しかし，各施策区分の事業費が路線価にど

のような影響を与えることを明らかにする必要がある。

34つの町丁目ごとの平均路線価増減率を目的変数，各
施策区分の事業費を説明変数とし，重回帰分析を行っ

た。重回帰分析式は次式で表される。 

分析結果(表−3)について，赤字部分は負の値を示す。
偏回帰係数の信頼性を図る P-値を見ると，「都市福祉
施設の整備」，｢商業の再生｣，｢公共交通と他の事業」

の 3 項目は 5%以上になり，路線価増減率の説明変数
として適切ではないと考えられる。また，説明変数の

影響度を図るt値から見ると，｢都市居住の推進｣が最

も高い値を示し 3.664になった，次は「市街地の整備」
であり値が 3.611 であった。｢都市居住の推進｣，「市
街地の整備」のようなハード事業は路線価増減率との

強い相関関係がみられた。一方，｢商業の再生｣では，

偏回帰係数 Aと t値がマイナスの値になり，路線価増
減率への明らかな影響を示されなかった。 
	 このことから，路線価増減率は，まちなかを整備す

るハード事業｢都市居住の推進」が最も大きな影響があ

ることが推測できる。 
6 まとめ 

本研究では，第 1期大分市中心市街地活性化基本計
画の法定事業の事業費規模が，路線価に対する影響を

明らかにした。 
	 事業費の分布状況に関して，最大事業費は「公共交

通と他の事業」で，事業費全体の 30%となった。｢商業

の再生｣事業の事業数が全体の 38%にもかかわらず，
事業費全体の 4%となった。つまり大分市の中心市街
地では，｢商業の再生｣のソフト事業の数は多いが，事

業費額は｢公共交通と他の事業｣などのハード事業をに

及ばないことがわかった。 
	 施策区分ごとの事業費と路線価との相関分析では，

｢都市居住の推進」と｢市街地の整備｣の事業費が平均路

線価増減率との相関関係が高いことが判明した。 
	 重回帰分析では，同じく｢都市居住の推進｣と｢市街地

の整備｣事業の事業費は路線価増減率に大きく影響す

ることがわかった。 
	 以上のことから，環境を整備するハード事業が路線

価に大きく影響していることがわかった。また，｢商業

の再生｣，｢公共交通と他の事業｣は路線価に与える明ら

かな影響を確認することができなかった。 
	 施策区分ごとの事業の実施対象は町丁目単位だけで

はなく，建物単位で実施されたことも数多くある。今

後の研究では，町丁目ごとの事業費より物件などの詳

細な分析を行い，建物ごとの路線価の変遷と事業費の

関連性を明らかにする必要がある。 

【補注】 
注1) 中心市街地活性化基本計画認定申請マニュアル	 平成20年4月1日 (内閣府) 
注2) 大分市認定中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関する報告 
注3) 岡埼 ゆう子氏らは社会資本投資．環境要因と地価との関係性を、ヘドニックア
プローチを用いて分析を行った。結果、社会資本や環境要因の外部効果が地価に反映

されていることを明らかにした。 
注 4) 内閣府地域活性化推進室の平成 25 年度版中心市街地活性化基本計画申請マニ
ュアルの中で、統計データ等の分析例として挙げられている4カテゴリーと、観光に
関する項目をまとめる「観光関係」を加えた計5カテゴリーとした。 
注5) 大分駅南土地区画整理事業 区画整理の概要	 平成27年10月 
注6) 大分駅付近連続立体交差事業 事業誌	 2014 
注7) t値は，説明変数の係数や定数項の確からしさの度合いを判断する際に使用する
数値であり, 値の絶対値が大きければ大きいほど、強く有意であると判断できる。危
険率p値は全く相関のない数字を組み合わせたときにその r値が出る確率を表す。 
注8) 町丁目ごとの路線価増減率と中活事業費の相関関係分布図を以下に示す。 

【参考・引用文献】 
1) 朝日照太(2014)路線価の変遷にみる中心市街地における法定事業影響 
2) 堤	 紀考(2007)『空地が住宅地の価値に与える影響に関する分析一地区計画指定地
の路線価に着目して一』日本建築学会大会学術講演梗概集vol7344 (九州) 

Y＝A1x1+A2x2+A3x3+A4x4…+B 

Y＝平均路線価増減率 
x1＝市街地の整備 
x2＝都市福祉の施設の整備 
x3＝都市居住の推進 
x4＝商業の再生 

x5＝公共交通と他の事業 

B＝誤差項 
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